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平成２２年度埼玉県歳入歳出決算及び基金運用状況審査意見について 

  地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された平成２２年度 

埼玉県歳入歳出決算並びに同法第２４１条第５項の規定に基づき審査に付さ

れた平成２２年度埼玉県土地開発基金、平成２２年度埼玉県美術作品取得基

金及び平成２２年度埼玉県高等学校等奨学金事業基金の運用状況について審

査したので、その結果について意見書を提出します。   
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埼玉県歳入歳出決算 

 

第１  審査の概要 

 

１  審査の対象 

 

    平成２２年度埼玉県歳入歳出決算（一般会計及び特別会計） 

 

２  審査の期間 

 

    平成２３年８月１２日から平成２３年９月８日まで 

 

３  審査の方法 

 

  平成２２年度埼玉県歳入歳出決算（一般会計及び特別会計）の審査に当たっては、

決算計数に誤りはないか、予算の執行は関係法令及び予算議決の趣旨に沿って、適正

かつ効率的に執行されたか、収入及び支出の事務並びに財産の取得、管理及び処分は、

適正に処理されたか等について慎重に審査した。 

 

 

第２  審査の結果 

 

１  審査意見 

 

  平成２２年度埼玉県歳入歳出決算（一般会計及び特別会計）については、決算書及

び同附属書類並びに関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査した結果、計数に誤りのな

いことを確認した。 

  また、予算の執行等に当たっては、関係法令及び予算議決の趣旨に沿って、おおむ

ね適正に行われているものと認めた。 

    なお、次のとおり一部に留意又は改善を要する事項が認められた。 
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２ 留意又は改善を要する事項 

 

財政基盤のさらなる強化について 

 平成２２年度一般会計決算の歳入は、個人県民税を中心とした県税収入の落ち込みな

どにより、前年度と比較して総額で６５６億余円減少し、１兆６，９１５億余円となっ

た。県税収入の減収は３年連続となっている。 

 リーマンショック後の景気回復の動きの中、東日本大震災が発生し、その後も世界的

な通貨不安や株安など、不透明な経済情勢が続いており、県税収入の大幅な改善は見込

めない状況にある。  

 また、県債残高は増加傾向にあり、地方財政対策上発行せざるを得ない臨時財政対策

債などの増加により、前年度より１，３１９億余円増え、３兆３，５８１億余円となっ

ている。実質公債費比率も２年連続して悪化するなど、以前にも増して本県の財政状況

は厳しいものとなっている。 

 一方、少子高齢化の急速な進行や生産年齢人口の減少などにより、経済活動の停滞が

危惧される中、福祉・医療といった行政分野の需要がますます拡大するのは確実である。

 こうした状況下、財政基盤を維持・強化し、行政サービスを安定的に提供していくた

め、まず県債発行の抑制や財政調整基金等の確保、費用対効果の徹底した検証や「選択

と集中」による事業推進など、行財政運営上の工夫が必要である。 

 さらに、税収を確保するため、企業誘致などによる雇用の場の創出や中小企業の育

成・支援、２年連続で全国最下位に低迷する県税納税率を改善するための取組をより一

層強力に進めることが重要である。  

  

（説明） 

１ 本県の財政の状況 

  平成２２年度一般会計決算の歳入を前年度比でみると、県税収入は個人所得の減少 

 により個人県民税をはじめほとんどの税目で減少し、３３６億余円（５．０％）の減 

 少となった。 

    また、地方譲与税は地方法人特別譲与税が増収になったことなどにより３８４億余 

円（１０５．７％）増加したが、国の経済危機対策に係る交付金を含む国庫支出金 

が５９３億余円（２４．０％）減少したことなどにより、歳入全体では、６５６億余 

円（３．７％）の減少となっている。 

  歳出では、土木費において国の予算の見直しに伴い直轄事業負担金が減少したこと 

 などにより４６６億余円、民生費が国の経済危機対策に伴い前年度に増加した介護職 

 員処遇改善等臨時特例交付金基金への積立てなどの減少により９１億余円、労働費に 

 おいても同様に緊急雇用創出基金への積立てなどの減少により５３億余円など、それ 

 ぞれ前年度を下回り、歳出全体では６６４億余円（３．８％）の減少となった。 

  この結果、実質収支額は昨年度と比較して６億余円増加し、４８億余円の黒字とな 
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 っている。 

  また、県債は通常債の発行額を抑制することで、全体の発行額を前年度から２０６ 

 億余円（６．０％）減少させ、５年ぶりに発行額が前年度を下回った。 

  しかしながら、平成２２年度末の県債残高は、臨時財政対策債など特例債の増加に 

 より、前年度末から１，３１９億余円増加し、３兆３，５８１億余円となっている。 

  さらに、少子高齢化の急速な進行や生産年齢人口の減少などにより、経済活動の停 

 滞が危惧されること、また、福祉・医療といった行政分野に関係する経費が増加して 

 いくことは確実であり、本県の財政状況は厳しさを増していくものと見込まれる。 

  

  実質公債費比率の推移 

 平成１８年度  平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 

 １５．０％   １３．３％   １２．５％   １２．７％ １３．３％ 

 

２ 財政基盤のさらなる強化に向けて 

（１）行財政運営上の工夫 

   近年の県債残高増加の主な要因は、地方財政対策上発行を余儀なくされている臨 

  時財政対策債などが増加しているためである。一方、自主財源の伸びが期待できな 

  い中で、通常債を活用しながら公共施設の整備などが進められている。 

このため、県で発行をコントロールできる県債については、残高の削減目標を定

めるなどして、引き続き発行を抑制することが重要である。 

 

  

県債発行額及び年度末残高の推移 
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      県財政の健全な運営のために設置されている財政調整基金など財源調整の 

    ための基金残高については、平成８年度の２，５１６億円をピークにその後減 

    少し、ここ数年８００億円前後で推移してきた。平成２２年度は１，００１億 

    円となったが、今後も税収の変動等に備えるため、計画的に一定の額を確保す 

    るよう努める必要がある。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）税収確保に向けた対策 

 

 

 

 

 

（２）県税増収と納税率向上について 

    県税は県収入の根幹をなすものであり、県財政にとって安定した県税の確保は 

   大きな課題である。最近の県税収入の状況は、世界的な金融危機後の企業活動の 

   低迷などの影響により、県税収入の６割以上を占める法人二税及び個人県民税 

   を中心に３年連続で前年度を下回り、一般会計に占める割合も低下している。 

    特に、県税収入の中心ともいえる法人二税及び個人県民税の増収を図るために 

   は、中・長期的な取組として企業誘致と雇用の場の創出・県内中小企業の支援を 

   強力に進める必要がある。 

 

 

財政調整のための４基金の年度末残高の推移 
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    県税収入の推移 

 

  

  ① 企業誘致・中小企業支援について   

    県ではこれまで、企業誘致を推進し、平成１７年１月から平成２２年度末まで 

   に４８５件の企業を立地させている。年度別の立地件数は次表のとおりである 

   が、平成２１年度以降は世界的な金融危機の影響による大幅な落ち込みがあり、 

   以前の水準には戻っていない状況である。 

    立地件数の年度別推移 

    

 

 

                  ※平成１７年度は、平成１７年１月～３月を含む 

    これまでの立地企業は、埼玉県の立地の特性や既存企業との関係により、金属 

   製品や食料品、輸送機械などの製造業や流通加工業が主なものであった。 

    これからの企業誘致に当たっては、少子・高齢化の進行や新エネルギーへの 

   関心の高まりなど、社会経済情勢が大きく変化する中、健康・福祉関連、環境・ 

   エネルギー関連など、これからの成長分野として、一層の雇用の拡大に繋がる産 

   業に的を絞った取組を行うことが肝要である。 

    また、県内企業のほとんどを占める中小企業の育成・支援については、制度融 

   資や各種の補助制度をはじめ、様々な方策を実施してきている。県内企業に対す 

   る支援策については、企業ニーズを十分把握するとともに、費用対効果を考慮し 

   た事業を展開することが必要である。 

県税収入の一般会計収入に占める割合 

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

１３７件 １００件 　８４件 　５７件 　５１件 　５６件
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 ② 納税率向上に向けた取組 

   平成２２年度の県税の納税率は９４．３％で、前年度に比較して０．３ポイント 

  低下し、２年連続の全国最下位と低迷している。また、県税収入額の約４割、収入 

  未済額の約８割を占める個人県民税の納税率はさらに低く、県税全体の納税率を押 

  し下げる要因となっている。 

 

   納税率等の推移                   （金額単位：百万円） 

納税率 収入構成比 納税率 収入構成比 納税率 収入構成比

収入未済額
収入未済額

構成比
収入未済額

収入未済額
構成比

収入未済額
収入未済額

構成比

92.1% 38.2% 90.9% 43.8% 89.7% 42.7%
24,593 72.8% 28,450 78.4% 29,810 81.7%

95.6% 100% 94.6% 100% 94.3% 100%
33,760 100% 36,283 100% 36,489 100%

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

個人県民税
(均等割・所得割)

県税全体

        

   個人県民税は市町村が個人市町村民税と併せて徴収していることから、各市町村 

  の個人住民税の納税率を上げることが不可欠である。県ではこれまで、市町村への 

  徴収対策支援として、県職員の派遣や共同徴収、地方税法第４８条に基づく直接徴 

  収、さらに高額滞納事案の共同進行管理などの取組を行ってきた。 

   しかしながら、納税率が向上していない状況にあることから、個人県民税の徴収 

  に対して、成果に結び付けられるような取組をより強力に進める必要がある。 

   ア 納税率の低い各市町村に対して、それぞれの状況を分析し、他市町村で効果 

    のあった徴収対策を参考にするなど、納税率を向上させる効果的な方策を重点 

    的に実施するよう促す。 

   イ 平成２２年度の地方税法第３２１条の３で定める「給与からの特別徴収」を 

    行っている ※割合は、埼玉県は６７．７％で、全国平均の７０．９％に比べ 

    ３．２ポイント下回っている。市町村はもとより、税理士会や経済団体などと 

    も連携し、事業主の履行促進に向けた効果的な対策を検討し、早急に実施すべ 

    きである。 

 

 

    ※  給与所得のある納税義務者のうち、特別徴収となっているものの割合 
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（参考） 

 

（単位　％）

市町村名 Ｈ２２年度 Ｈ２１年度 納税率 市町村名 Ｈ２２年度 Ｈ２１年度 納税率

納税率 納税率 増　減 納税率 納税率 増　減

さ い た ま 市 91.3 92.4 -1.1 三 郷 市 86.5 87.9 -1.4

川 越 市 91.1 92.2 -1.1 蓮 田 市 92.3 93.1 -0.8

熊 谷 市 90.5 91.4 -0.9 坂 戸 市 88.0 89.2 -1.2

川 口 市 84.9 86.6 -1.7 幸 手 市 87.8 90.1 -2.3

行 田 市 89.4 91.0 -1.6 鶴 ヶ 島 市 90.3 91.4 -1.1

秩 父 市 91.8 93.1 -1.3 日 高 市 91.3 92.5 -1.2

所 沢 市 89.7 91.0 -1.3 吉 川 市 89.6 90.2 -0.6

飯 能 市 90.7 91.6 -0.9 ふ じ み 野 市 86.9 88.2 -1.3

加 須 市 91.8 91.7 0.1 伊 奈 町 91.5 92.1 -0.6

本 庄 市 88.3 88.8 -0.5 三 芳 町 92.2 93.0 -0.8

東 松 山 市 88.2 89.2 -1.0 毛 呂 山 町 88.9 89.5 -0.6

春 日 部 市 89.7 90.9 -1.2 越 生 町 95.1 95.6 -0.5

狭 山 市 90.1 91.1 -1.0 滑 川 町 92.1 93.5 -1.4

羽 生 市 89.8 91.4 -1.6 嵐 山 町 93.9 94.7 -0.8

鴻 巣 市 92.5 93.5 -1.0 小 川 町 92.1 93.1 -1.0

深 谷 市 91.1 92.0 -0.9 川 島 町 93.6 94.4 -0.8

上 尾 市 89.4 90.0 -0.6 吉 見 町 92.6 93.4 -0.8

草 加 市 84.8 86.5 -1.7 鳩 山 町 95.3 95.8 -0.5

越 谷 市 93.7 94.1 -0.4 と き が わ 町 88.6 89.9 -1.3

蕨 市 86.3 87.4 -1.1 横 瀬 町 93.5 96.4 -2.9

戸 田 市 88.4 89.3 -0.9 皆 野 町 94.6 95.4 -0.8

入 間 市 90.3 91.5 -1.2 長 瀞 町 90.3 91.6 -1.3

鳩 ヶ 谷 市 90.0 91.0 -1.0 小 鹿 野 町 91.3 92.8 -1.5

朝 霞 市 89.2 90.3 -1.1 東 秩 父 村 98.2 97.5 0.7

志 木 市 90.8 91.5 -0.7 美 里 町 92.6 93.8 -1.2

和 光 市 89.3 90.4 -1.1 神 川 町 87.8 90.2 -2.4

新 座 市 85.5 87.2 -1.7 上 里 町 87.6 89.6 -2.0

桶 川 市 93.7 93.5 0.2 寄 居 町 87.8 89.7 -1.9

久 喜 市 91.7 92.9 -1.2 宮 代 町 94.3 94.8 -0.5

北 本 市 93.5 94.5 -1.0 白 岡 町 94.7 95.0 -0.3

八 潮 市 83.8 86.1 -2.3 杉 戸 町 91.8 92.6 -0.8
富 士 見 市 88.8 90.1 -1.3 松 伏 町 86.2 87.5 -1.3

計 89.7 90.9 -1.2

個人県民税（均等割・所得割）に係る市町村別納税率
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第３  決算の状況等 

 

１  財政収支等全般  

 

（１） 歳 入 歳 出 の 概 況 に つ いて  

   ア 一般会計及び特別会計の歳入歳出決算の状況  

     平成２２年度一般会計及び特別会計の歳入歳出決算は、次のとおりである。 

（表１） 

 
 

区   分 
 

 
 

予  算  現  額 
 

 

 
 

歳  入  総  額 
 

 
歳  出  総  額 

 
 

歳 入 歳 出 
 

差  引  額 
 
 

 
予 算 現 額 に 

 
対 す る 比 率 
 

歳入総額 
 
歳出総額

 

一般会計 
 

特別会計 
 

円 

1,752,783,203,424 
 

471,132,545,061 
 

円 

1,691,583,775,268 
 

465,436,746,999 
 

円 

1,681,803,101,770 
 

456,935,863,887 
 

円 

9,780,673,498 
 

8,500,883,112 
 

% 

96.5 
 

98.8 
 

% 

96.0 
 

97.0 
 

 
合   計 

 
2,223,915,748,485 

 
2,157,020,522,267 

 
2,138,738,965,657 

 
18,281,556,610 

 
97.0 

 
96.2 

 

     一般会計の歳入総額は1 兆６，９１５億８，３７７万余円で、予算現額に対する

   比率は９６．５パーセントとなっており、歳出総額は１兆６，８１８億３１０万余円 

   で、予算現額に対する比率は９６.０パーセントとなっている。 

     また、歳入歳出差引額は、９７億８，０６７万余円となっている。 

 

     特別会計の歳入総額は４，６５４億３，６７４万余円で、予算現額に対する 

   比率は９８.８パーセントとなっており、歳出総額は４，５６９億３，５８６万余円 

   で、予算現額に対する比率は９７.０パーセントとなっている。 

       また、歳入歳出差引額は、８５億８８万余円となっている。   

 

  イ 前年度との比較 

      次に、一般会計及び特別会計の決算を前年度と比べると、表２のとおりである。 

     一般会計及び特別会計の合計額は､前年度に比べて歳入総額で９７６億７，７２９万余 

   円（４．３パーセント）、歳出総額で７６１億３，４４６万余円（３．４パーセント） 

   の減少となっている。 

     これを会計別に見ると､前年度に比べて､一般会計は､歳入総額で６５６億８，７２４ 

   万余円（３．７パーセント)、歳出総額で６６４億８，６２３万余円（３．８パーセン 

   ト）減少し、特別会計は､歳入総額で３１９億９，００５万余円（６．４パーセント)､
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   歳出総額で９６億４，８２２万余円（２．１パーセント）の減少となっている。 

     実質収支額は、一般会計が４８億２，７９８万余円、特別会計が７２億８，１３４万 

   余円で、ともに黒字となっている。 

（表２） 

区  分 
予算現額 

      A 

歳入総額 

    B 

歳出総額 

          C 

歳入歳出 

差 引 額 

     B-C=D 

翌年度へ繰り

越すべき財源 

               E 

実質収支額 

D-E=F 

一

般

会

計 

平成２２年度 

平成２１年度 

1,752,783,203,424 

1,821,159,380,373 

1,691,583,775,268 

1,757,271,019,233 

1,681,803,101,770 

1,748,289,341,763 

   9,780,673,498 

   8,981,677,470 

  4,952,692,063 

  4,789,466,578 

  4,827,981,435 

  4,192,210,892 

比  較  増  減 △ 68,376,176,949 △ 65,687,243,965 △ 66,486,239,993      798,996,028     163,225,485     635,770,543 

（単年度収支額）

特

別

会

計 

平成２２年度 

平成２１年度 

 471,132,545,061 

 496,190,094,562 

 465,436,746,999 

 497,426,798,500 

 456,935,863,887 

 466,584,090,571 

   8,500,883,112 

  30,842,707,929 

  1,219,541,300 

  1,689,494,800 

   7,281,341,812 

  29,153,213,129 

比  較  増  減 △ 25,057,549,501 △31,990,051,501 △ 9,648,226,684 △22,341,824,817  △ 469,953,500 △21,871,871,317 

 (単年度収支額） 

合

計 

平成２２年度 

平成２１年度 

2,223,915,748,485 

2,317,349,474,935 

2,157,020,522,267 

2,254,697,817,733 

2,138,738,965,657 

2,214,873,432,334 

  18,281,556,610 

  39,824,385,399 

   6,172,233,363 

   6,478,961,378 

  12,109,323,247 

  33,345,424,021 

比  較  増  減 △ 93,433,726,450 △97,677,295,466 △76,134,466,677 △21,542,828,789  △  306,728,015 △21, 236,100,774 

2.07
2.03

2.11

2.25

2.16

2.03
1.99

2.07

2.21

2.14

1.6 

1.8 

2.0 

2.2 

2.4 

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

兆円 一 般 ・ 特 別 会 計 合 計 決 算 額 の 推 移
歳入総額

歳出総額
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（２）主要な財政指標について 

 ア 普通会計における決算収支 

    健全な財政運営の要件は、収支の均衡を保持しながら経済変動や県民要望に対応し 

得る弾力性を持つことである。そこで、普通会計の決算規模で財政構造の弾力性等に

ついて検証することとする。 

      普通会計における決算収支は、表３のとおりであり、歳入総額が１兆６，５９５億 

  １，６８６万余円、歳出総額が１兆６，４７７億９，８６７万円となっている。前年 

  度に比べて歳入総額が１２９億３，６８３万余円、歳出総額が１４０億３，１００万 

  余円減少し、対前年度伸び率は、歳入歳出ともにマイナス０．８パーセントとなって 

  いる。 

 

普通会計決算収支表 

 (表3)                                               （単位：千円） 

区       分 平成２２年度 平成２１年度 増 減 額 伸び率（％)

歳入総額  ①    1,659,516,865    1,672,453,702  △12,936,837     △ 0.8 

歳出総額  ②    1,647,798,678    1,661,829,680  △14,031,002     △ 0.8 

形式収支  ③＝①－②      11,718,187      10,624,022     1,094,165       10.3 

※  普通会計とは、財政運営の指針などに用いられる財政統計上の会計であり、埼玉県においては、一 

 般会計と１１の特別会計（埼玉県公債費特別会計、埼玉県市町村振興事業特別会計、埼玉県災害救助 

 事業特別会計、埼玉県母子寡婦福祉資金特別会計、埼玉県小規模企業者等設備導入資金特別会計、埼 

 玉県農業改良資金特別会計、埼玉県林業・木材産業改善資金特別会計、本多静六博士育英事業特別会 

 計、埼玉県用地事業特別会計、埼玉県県営住宅事業特別会計、埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計） 

 が対象である｡ 

    金額については、団体間比較や時系列分析ができるように、一般会計及び１１特別会計から、会計間、歳 

   入歳出間及び年度間の重複分を控除しており、全自治体に共通する統一的な会計区分となっている。 

 

 イ 財政指標の推移 

    普通会計における財政力の動向、財政構造の弾力性を判断する主要な財政指標の年

  度別推移は表４のとおりである。 

 

 （ア）財政力指数 

     地方公共団体の財政力の強弱を示す指標として用いられるもので、普通交付税の

   算定に用いられる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３か年

   の平均値をいう｡この指数が１以上の地方公共団体は､通常､普通交付税の不交付団

   体となる｡ 
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     平成２２年度は、０.７５５２５で、前年度に比べて０.０２１８３ポイント低下

   した。 

 

 （イ） 経常収支比率          

   財政構造の弾力性を判断する指標の一つとして用いられるもので、経常的な経費

 に充当された一般財源の経常的に収入される一般財源総額に占める割合をいう。 

  地方税、地方交付税、地方譲与税、地方特例交付金を中心とする経常一般財源収

 入が、人件費、扶助費、公債費の義務的経費などにどの程度充当されているかを見

 るものであり、この数値が高いほど財政が硬直化していることになる。 

   平成２２年度は、９３．３パーセントで前年度に比べて３．８ポイント低下した。 

 

 （ウ） 実質公債費比率 

   財政構造の健全性を示す指標の一つとして用いられるもので、地方債を借り入れ

 た際、定められた条件に従って、毎年度元金の償還及び利子の支払が必要となるが、

 これに要する経費の総額を公債費といい、この公債費の一般財源に占める割合をい

 う。元利償還金には、公営企業が支払う元利償還金への一般会計からの繰出金、Ｐ

 ＦＩや一部事務組合等の公債費類似経費が含まれる。 

  平成２２年度は、１３．３パーセントで、前年度に比べて０．６ポイント上昇し 

 ている。 

 

 （エ） 起債制限比率 

    地方債の許可制限に係る指標として用いられるもので、公債費に充当された一般

   財源のうち、地方交付税が措置されるものを除いたものの標準財政規模に対する割

   合の、過去３年度間の平均をいう。２０パーセント以上になると、起債許可が制限

   される。 

    平成２２年度は、８．４パーセントで、前年度に比べて１．４ポイント上昇して 

   いる。 

 

 （オ） 人件費比率 

   経常収支における人件費比率、すなわち、経常一般財源収入がどの程度人件費に

 使われたかを示す割合をいうが、この数値が高いほど財政運営が硬直化しているこ

 とになる。 

   平成２２年度は、４５．６パーセントで、前年度に比べて３．３ポイント低下し 

 た。 
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             主要な財政指標の年度別推移 

  (表4)                                        （単位：％、財政力指数を除く。）

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）資金の運用（管理）状況について 

   平成２２年度の一般会計及び特別会計の歳入総額は、２兆１，５７０億２，０５２ 

 万余円、歳出総額は、２兆１，３８７億３，８９６万余円で、差引き１８２億８，１５５ 

 万余円の収入超過となっている。（表１） 

   平成２２年度の資金の運用状況を見ると、歳計現金及び歳入歳出外現金の運用益は 

 １億９，４０１万余円、一括運用を行う基金の運用益は３３億８，４３９万余円となった。 

 市中金利の低下等により、前年度に比べてそれぞれ８，９２９万余円、３億９，３１１万 

 余円の減少となった。 

  また、支払資金不足を補うために行った一時借入金の支払利子は８７０万余円で、 

 前年度に比べて１，０４５万余円減少している。 

区    分 財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率 起債制限比率 人件費比率

平成18年度 0.69338 92.6 15.0 7.9 49.9

平成19年度 0.73732 96.2 13.3 6.7 51.4

平成20年度 0.76926 95.8 12.5 6.4 49.3

平成21年度 0.77708 97.1 12.7 7.0 48.9

平成22年度 0.75525 93.3 13.3 8.4 45.6
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（４）財産の管理について 

      平成２２年度末における公有財産、物品、債権及び基金の現在高は、表５のとおり 

である。 

 

          公有財産、物品、債権及び基金の現在高 

(表5) 

区        分 平成22年度末現在 平成21年度末現在 比較増減高 

 

公 

 

有 

 

財 

 

産 

 土         地 

 建         物 

   71,522,842.54 ㎡

    6,248,820.64 ㎡

  71,371,341.07  ㎡

   6,281,040.42  ㎡

   151,501.47 ㎡

  △32,219.78 ㎡

山 

林 

面    積 

立 木 の 推

定蓄積量 

       9,082.86 ha

 

     754,775    ㎥

       9,082.86  ha

 

    754,775     ㎥

          0  ha 

  

          0  ㎥ 

 動   産 

 物   権 

 無体財産権 

 有 価 証 券 

 出資による権利

            2    件

   56,150,151.56 ㎡

          60    件

      288,500  千円

   138,660,002 千円

          4     件

  56,150,151.56  ㎡

         61    件 

      288,500  千円

   135,882,372 千円

        △ 2  件 

          0   ㎡

       △ 1   件

           0 千円

  2,777,630 千円

  物           品         8,986    件         9,320    件     △ 334   件 

  債           権    92,474,578  千円    90,308,273  千円   2,166,305  千円

基 

 

金 

 動       産 

 有 価 証 券 

 債       権 

 現       金 

           60    件

  212,217,944  千円

   64,026,167  千円

  405,159,384  千円

           60    件

  163,794,369  千円

   66,100,801  千円

  362,012,340  千円

         0  件 

 48,423,575 千円

△2,074,634 千円

 43,147,044 千円

 

  公有財産の主なもののうち、土地は、彩の国資源循環工場第Ⅱ期事業のための買入れ

などにより、前年度に比べて約１５．２万平方メートルの増加となっている。 

 建物は、埼玉県立大学の地方独立行政法人化や旧北川辺高等学校の加須市への売却な

どにより、前年度に比べて約３．２万平方メートルの減少となっている。 

    出資による権利は、埼玉高速鉄道株式会社などへの出資が増加したため、２７億余 

 円の増加となった。 

  債権は、ふるさと創造貸付金や埼玉高速鉄道㈱長期債務償還資金貸付金などが増加したた 

 め、２１億余円の増加となった。 
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２   一般会計     

 

（１）  決算の特徴 
 
    平成２２年度の一般会計決算の主な特徴は、次のとおりである。 

 

 ア 歳入・歳出総額 

   歳入総額は、県税収入をはじめ国庫支出金、県債などの減少により、６５６億余 

  円（３．７パーセント）、 歳出総額は、土木費、民生費、労働費などの減少により、

 ６６４億余円（３．８パーセント）それぞれ減少し、歳入総額、歳出総額ともに３

 年ぶりに前年度を下回った。 

 イ  県税収入 

   県税収入は、前年度に比べて３３６億余円（５．０パーセント）減少し、３年連

 続で前年度を下回った。これは、個人所得の減少により個人県民税が減少したこと

 などによるものである。 

   歳入総額に占める県税収入の割合は、３７．９％で、前年度から０．５ポイント

 低下した。 

 ウ  県債収入 

   県債収入は、前年度に比べて２０６億余円（６．０パーセント）減少し、５年ぶ

 りに前年度を下回った。 

   なお、県債残高は３兆３，５８１億余円で、前年度に比べて１，３１９億余円 

  （４．１パーセント）増加しているが、臨時財政対策債などを除いた県債残高は８

 年連続で減少している。 

   (表6)      県債発行額及び年度末残高の推移     （単位：億円） 

年  度 県債発行額 年度末残高 うち臨財債等を除く残高

平成１３年度 ２，４８２ ２５，０７１ ２４，８３５ 

平成１４年度 ３，４７９ ２６，８６４ ２５，８６５ 

平成１５年度 ３，２８７ ２７，９９０ ２５，７７８ 

平成１６年度 ３，０７０ ２８，６６２ ２５，５８５ 

平成１７年度 ２，５６１ ２９，０８７ ２５，３４１ 

平成１８年度 ２，６３１ ２９，２３８ ２４，９２７ 

平成１９年度 ２，８７８ ２９，８９６ ２４，８６９ 

平成２０年度 ３，１６３ ３０，６６８ ２４，６５０ 

平成２１年度 ３，４３７ ３２，２６２ ２４，６１８ 

平成２２年度 ３，２３０ ３３，５８２ ２３，９７５ 



 

（２） 歳入の状況 

 平成２２年度一般会計歳入決算の状況は、次のとおりである。 

（表７） 

款 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 

 

 円 円 円 円  

 県         税 637,400,000,000 679,643,952,398 640,789,562,482 2,365,583,704 
 

地 方 消 費 税 清 算 金  115,657,000,000 115,657,729,650 115,657,729,650 0 
 

地  方  譲  与  税  74,611,000,000 74,934,332,038 74,934,332,038 0 
 

地 方 特 例 交 付 金  8,519,126,000 8,519,126,000 8,519,126,000 0 
 

地  方  交  付  税  209,072,296,000 209,273,526,000 209,273,526,000 0 
 

 交通安全対策特別交付金 2,134,000,000 2,183,087,000 2,183,087,000 0 
 

分 担 金 及 び 負 担 金  3,993,801,518 4,070,602,733 3,863,693,358 18,033,216 
 

使 用 料 及 び 手 数 料  16,379,402,000 15,757,993,089 15,732,251,113 76,200 
 

国  庫  支  出  金  208,787,037,578 187,664,805,562 187,664,805,562 0 
 

 財  産  収  入 8,038,131,000 7,962,872,844 7,959,400,311 0 
 

寄    附    金  129,601,000 212,607,673 212,607,673 0 
 

繰    入    金  56,076,157,000 47,623,111,951 47,623,111,951 0 
 

繰    越    金  8,981,676,578 8,981,677,470 8,981,677,470 0 
 

諸    収    入  50,607,939,750 47,336,961,536 45,144,356,160 318,954,538 
 

 県         債 352,396,035,000 323,044,508,500 323,044,508,500 0 
 

歳 入 合 計 1,752,783,203,424 1,732,866,894,444 1,691,583,775,268 2,702,647,658 
 

 

 収入未済額 

予算現額と 

収入済額 

との比較 

収入済額

の構成比 

予算現額 

に対する 

収入率 

調定額に 

対する 

収入率 

前年度収入済額 
収入済額の前年度対比 

増減額 伸び率 

円 円 % % % 円 円 % 

36,488,806,212 3,389,562,482 37.9 100.5 94.3 674,395,306,205 △ 33,605,743,723 △ 5.0 

0 729,650 6.8 100.0 100.0 115,725,544,999 △ 67,815,349 △ 0.1 

0 323,332,038 4.4 100.4 100.0 36,434,775,271 38,499,556,767 105.7 

0 0 0.5 100.0 100.0 8,797,930,000 △ 278,804,000 △ 3.2 

0 201,230,000 12.4 100.1 100.0 185,186,410,000 24,087,116,000 13.0 

0 49,087,000 0.1 102.3 100.0 2,297,417,000 △ 114,330,000 △ 5.0 

188,876,159 △ 130,108,160 0.2 96.7 94.9 4,255,609,854 △ 391,916,496 △ 9.2 

25,665,776 △ 647,150,887 0.9 96.0 99.8 28,883,057,614 △ 13,150,806,501 △ 45.5 

0 △ 21,122,232,016 11.1 89.9 100.0 246,966,125,723 △ 59,301,320,161 △ 24.0 

3,472,533 △ 78,730,689 0.5 99.0 100.0 10,837,735,814 △ 2,878,335,503 △ 26.6 

0 83,006,673 0.0 164.0 100.0 108,836,041 103,771,632 95.3 

0 △ 8,453,045,049 2.8 84.9 100.0 35,388,305,684 12,234,806,267 34.6 

0 892 0.5 100.0 100.0 8,337,417,025 644,260,445 7.7 

1,873,650,838 △ 5,463,583,590 2.7 89.2 95.4 55,958,583,003 △ 10,814,226,843 △ 19.3 

0 △ 29,351,526,500 19.1 91.7 100.0 343,697,965,000 △ 20,653,456,500 △ 6.0 

38,580,471,518 △ 61,199,428,156 100.0 96.5 97.6 1,757,271,019,233 △ 65,687,243,965 △ 3.7 

ー16ー ー17ー 
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ア 全体的状況 

   収入済額の合計は１兆６，９１５億８，３７７万余円で、予算現額に比べて６１１億

 ９，９４２万余円下回っており、予算現額に対する収入率は９６．５パーセント、調定

 額に対する収入率は９７.６パーセントとなっている。 

   収入済額の主なものは、県税６，４０７億８，９５６万余円（構成比３７．９パーセ

 ント）、県債３，２３０億４，４５０万余円(構成比１９．１パーセント)、地方交付

 税２，０９２億７，３５２万余円（構成比１２．４パーセント）、国庫支出金１，８７６億 

 ６，４８０万余円（構成比１１．１パーセント)である。 

   また、収入済額の合計を見ると、前年度の１兆７，５７２億７，１０１万余円に比べ

 て６５６億８，７２４万余円（３．７パーセント）の減少となっている。 

   これは、主として、地方譲与税が３８４億９，９５５万余円増加したものの、国庫支

 出金が５９３億１３２万余円、県税が３３６億５７４万余円、県債が２０６億５，３４５

 万余円減少したことによるものである。 

   不納欠損額の合計は、２７億２６４万余円で、前年度の２３億９，９０７万余円に比

 べて３億３５７万余円（１２．７パーセント）の増加となっている。 

  なお、不納欠損額の内訳は、県税が２３億６，５５８万余円、諸収入が３億１,８９５

 万余円などである。 

   収入未済額の合計は３８５億８，０４７万余円で、前年度の３８４億４９８万余円に

 比べて１億７，５４８万余円（０．５パーセント）の増加となっている。 

   なお、収入未済額の主なものは、県税が３６４億８，８８０万余円、諸収入が１８億 

 ７，３６５万余円、分担金及び負担金が１億８，８８７万余円である。 

 

イ 自主財源と依存財源の比較   

   次に、収入済額を自主財源、依存財源別に前年度と比較すると、表８のとおりである。 

  収入済額に占める割合の高いものについて見ると、県税（構成比３７．９パーセント）

 の伸び率はマイナス５．０パーセント、県債（構成比１９．１パーセント）の伸び率はマ 

 イナス６．０パーセント、地方交付税（構成比１２．４パーセント）の伸び率は１３． 

 ０パーセント、国庫支出金（構成比１１．１パーセント）の伸び率はマイナス２４．０ 

 パーセントとなっている。 

   収入済額に占める自主財源の割合は５２．４パーセント、依存財源の割合は４７．６

 パーセントであり、前年度に比べて自主財源の割合が０．７ポイント低下している。 



（表８）

収入済額 構成比 伸び率 収入済額 構成比 伸び率

円 % % 円 % % 円

自 主 財 源 885,964,390,168 52.4 △ 5.1 933,890,396,239 53.1 △ 9.4 △ 47,926,006,071

県 税 640,789,562,482 37.9 △ 5.0 674,395,306,205 38.4 △ 14.0 △ 33,605,743,723

地 方 消 費 税 清 算 金 115,657,729,650 6.8 △ 0.1 115,725,544,999 6.6 6.7 △ 67,815,349

分 担 金 及 び 負 担 金 3,863,693,358 0.2 △ 9.2 4,255,609,854 0.2 △ 16.7 △ 391,916,496

使 用 料 及 び 手 数 料 15,732,251,113 0.9 △ 45.5 28,883,057,614 1.6 2.1 △ 13,150,806,501

財 産 収 入 7,959,400,311 0.5 △ 26.6 10,837,735,814 0.6 11.2 △ 2,878,335,503

寄 附 金 212,607,673 0.0 95.3 108,836,041 0.0 △ 16.7 103,771,632

繰 入 金 47,623,111,951 2.8 34.6 35,388,305,684 2.0 42.8 12,234,806,267

繰 越 金 8,981,677,470 0.6 7.7 8,337,417,025 0.5 △ 11.9 644,260,445

諸 収 入 45,144,356,160 2.7 △ 19.3 55,958,583,003 3.2 △ 7.7 △ 10,814,226,843

依 存 財 源 805,619,385,100 47.6 △ 2.2 823,380,622,994 46.9 20.8 △ 17,761,237,894

地 方 譲 与 税 74,934,332,038 4.4 105.7 36,434,775,271 2.1 721.2 38,499,556,767

地 方 特 例 交 付 金 8,519,126,000 0.5 △ 3.2 8,797,930,000 0.5 △ 31.3 △ 278,804,000

地 方 交 付 税 209,273,526,000 12.4 13.0 185,186,410,000 10.5 2.8 24,087,116,000

交通安全対策特別交付金 2,183,087,000 0.1 △ 5.0 2,297,417,000 0.1 △ 0.3 △ 114,330,000

国 庫 支 出 金 187,664,805,562 11.1 △ 24.0 246,966,125,723 14.1 49.1 △ 59,301,320,161

県 債 323,044,508,500 19.0 △ 6.0 343,697,965,000 19.6 8.7 △ 20,653,456,500

合 計 1,691,583,775,268 100.0 △ 3.7 1,757,271,019,233 100.0 2.6 △ 65,687,243,965

自主財源・依存財源年度別比較表

平成２１年度
区　　　　　　　　分

平成２２年度
比較増減額
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（ア） 自主財源について 

    自主財源の収入済額は８，８５９億６，４３９万余円で、前年度に比べて４７９億

  ２，６００万余円の減少となっている。これは、個人所得の減少により個人県民税

 を中心に県税収入が３３６億５７４万余円減少したほか、県立高等学校の授業料の無

 償化などにより使用料及び手数料が１３１億５，０８０万余円減少したことなどによ 

 るものである。 

  伸び率はマイナス５．１パーセントとなっている。 

 

（イ）  依存財源について 

     依存財源の収入済額は８，０５６億１，９３８万余円で、 前年度に比べて１７７億 

 ６，１２３万余円の減少となっている。 

 これは、国の経済対策により平成２１年度に増加した国庫支出金が５９３億１３２万

余円、県債が２０６億５，３４５万余円減少したことなどによるものである。 

    伸び率はマイナス２．２パーセントとなっている 

｡ 

 

  

 



（３）歳出の状況

　　ア　全体的状況

　平成２２年度一般会計歳出決算の状況は、次のとおりである。

（表９）

継 続 費
逓次繰越 繰越明許費 事故繰越し

円 円 円 円 円 円 円 ％ ％

議会費 2,879,932,000 2,819,899,328 0 0 0 60,032,672 60,032,672 0.2 97.9

総務費 115,820,977,596 111,519,402,771 603,625,906 379,196,000 64,219,560 3,254,533,359 4,301,574,825 6.6 96.3

民生費 263,248,865,576 255,356,177,543 0 2,068,776,000 101,050,585 5,722,861,448 7,892,688,033 15.2 97.0

衛生費 63,693,577,000 56,707,211,824 0 265,354,000 23,053,500 6,697,957,676 6,986,365,176 3.4 89.0

労働費 13,555,169,000 12,648,900,104 0 0 0 906,268,896 906,268,896 0.7 93.3

農林水
産業費

26,953,820,947 24,438,748,494 0 1,528,247,967 438,753,450 548,071,036 2,515,072,453 1.5 90.7

商工費 17,978,026,000 17,296,068,817 180,303,720 0 92,779,650 408,873,813 681,957,183 1.0 96.2

土木費 168,306,512,563 126,881,688,608 0 37,358,612,440 2,958,238,961 1,107,972,554 41,424,823,955 7.5 75.4

警察費 140,683,171,000 139,141,440,670 7,561,000 171,843,000 263,978,050 1,098,348,280 1,541,730,330 8.3 98.9

教育費 534,730,638,000 530,999,810,429 0 578,951,000 16,904,391 3,134,972,180 3,730,827,571 31.6 99.3

災   害
復旧費

92,623,355 67,641,390 0 15,070,000 0 9,911,965 24,981,965 0.0 73.0

公債費 251,129,301,000 250,978,030,032 0 0 0 151,270,968 151,270,968 14.9 99.9

諸  支
出  金

153,499,804,000 152,948,081,760 0 0 0 551,722,240 551,722,240 9.1 99.6

予備費 210,785,387 0 0 0 0 210,785,387 210,785,387 0.0 0.0

合計 1,752,783,203,424 1,681,803,101,770 791,490,626 42,366,050,407 3,958,978,147 23,863,582,474 70,980,101,654 100.0 96.0

　支出済額の合計は、１兆６，８１８億３１０万余円で、予算現額に比べて７０９億８，０１０万余円の予

算残額が生じており、執行率は９６．０％となっている。

　支出済額の主なものは、教育費が５，３０９億９，９８１万余円（構成比３１．６パーセント）、民生費

が２，５５３億５，６１７万余円（構成比１５．２％）、公債費が２，５０９億７，８０３万余円（構成比

１４．９％）である。

款

翌年度繰越額 予算現額と
支出済額と

の比較

支出済
額　の
構成比

執行
率

不用額予算現額 支出済額
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　イ　前年度比較

　　　支出済額を前年度と比べると、次のとおりである。

（表10）

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 伸び率

円 % 円 % 円 %

議 会 費 2,819,899,328 0.2 2,858,547,425 0.2 △ 38,648,097 △ 1.4

総 務 費 111,519,402,771 6.6 114,671,646,749 6.6 △ 3,152,243,978 △ 2.7

民 生 費 255,356,177,543 15.2 264,525,200,772 15.1 △ 9,169,023,229 △ 3.5

衛 生 費 56,707,211,824 3.4 61,602,978,863 3.5 △ 4,895,767,039 △ 7.9

労 働 費 12,648,900,104 0.7 18,039,649,931 1.0 △ 5,390,749,827 △ 29.9

農 林 水 産 業 費 24,438,748,494 1.5 27,323,759,909 1.6 △ 2,885,011,415 △ 10.6

商 工 費 17,296,068,817 1.0 17,818,913,244 1.0 △ 522,844,427 △ 2.9

土 木 費 126,881,688,608 7.5 173,507,857,505 9.9 △ 46,626,168,897 △ 26.9

警 察 費 139,141,440,670 8.3 143,368,275,818 8.2 △ 4,226,835,148 △ 2.9

教 育 費 530,999,810,429 31.6 532,645,536,620 30.5 △ 1,645,726,191 △ 0.3

災 害 復 旧 費 67,641,390 0.0 61,386,663 0.0 6,254,727 10.2

公 債 費 250,978,030,032 14.9 243,264,632,873 13.9 7,713,397,159 3.2

諸 支 出 金 152,948,081,760 9.1 148,600,955,391 8.5 4,347,126,369 2.9

予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 -

合 計 1,681,803,101,770 99.9 1,748,289,341,763 100.0 △ 66,486,239,993 △ 3.8

　支出済額の合計は、前年度の１兆７，４８２億８，９３４万余円に比べて、６６４億８，６

２３万余円（３．８パーセント）の減少となっている。

　これは、主として、土木費が４６６億２，６１６万余円、民生費が９１億６，９０２万余

円、労働費が５３億９，０７４万余円減少したことによるものである。

平成２１年度
款

平成２２年度 比              較
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３ 特別会計 
   平成 22 年度の特別会計は、埼玉県公債費特別会計ほか 12会計で、その歳入歳出決算の 
  状況は次のとおりである。 

（１） 歳入の状況 

（表 11） 

会  計  名 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 

 

  円 円 円 円  

 埼玉県公債費特別会計 372,768,895,000 372,768,891,215 372,768,891,215 0 
 

 埼 玉 県 証 紙 特 別 会 計  24,485,292,000 23,128,382,183 23,128,382,183 0 
 

 埼玉県市町村振興事業 
 特   別   会   計 

13,225,778,000 12,996,091,850 12,996,091,850 0 
 

 埼 玉 県 災 害 救 助 事 業  
 特   別   会   計 

365,325,000 22,478,969 22,478,969 0 
 

 埼玉県母子寡婦福祉資  
 金  特  別  会  計  

564,516,000 850,201,965 606,206,097 2,499,290 
 

 埼玉県小規模企業者等 
 設備導入資金特別会計 

985,972,000 1,163,839,707 1,049,781,927 0 
 

 埼 玉 県 農 業 改 良 資 金  
 特   別   会   計 

170,164,000 196,956,125 170,395,334 0 
 

 埼玉県林業・木材産業 
 改 善 資 金 特 別 会 計  

39,425,000 71,572,115 66,740,378 0 
 

 本多静六博士育英事業 
 特   別   会   計 

56,275,000 56,234,248 54,601,575 0 
 

埼 玉 県 用 地 事 業  
 特   別   会   計 

1,989,694,000 1,986,774,209 1,986,774,209 0 
 

埼 玉 県 県 営 住 宅 事 業  
 特   別   会   計 

18,989,639,061 17,845,779,845 17,606,655,936 26,353,522 
 

 埼玉県高等学校等奨学 
金 事 業 特 別 会 計  

745,062,000 776,231,997 749,786,997 0 
 

 埼 玉 県 公 営 競 技 事 業  
 特   別   会   計 

36,746,508,000 34,229,960,329 34,229,960,329 0 
 

歳 入 合 計 471,132,545,061 466,093,394,757 465,436,746,999 28,852,812 
 

  収入未済額 
予算現額と 

収入済額との 
比較増減 

予算現額 
に対する 
収入率 

調定額に 
対する 
収入率 

前年度収入済額 

収入済額の前年度対比 

増減額 伸び率 

円  円 ％ ％ 円 円 ％ 

0 △ 3,785 100.0 100.0 330,455,795,874 42,313,095,341 12.8 

0 △ 1,356,909,817 94.5 100.0 26,523,568,803 △ 3,395,186,620 △ 12.8 

0 △ 229,686,150 98.3 100.0 13,158,640,979 △ 162,549,129 △ 1.2 

0 △ 342,846,031 6.2 100.0 24,814,512 △ 2,335,543 △ 9.4 

241,496,578 41,690,097 107.4 71.3 646,817,323 △ 40,611,226 △ 6.3 

114,057,780 63,809,927 106.5 90.2 2,064,762,086 △ 1,014,980,159 △ 49.2 

26,560,791 231,334 100.1 86.5 172,690,595 △ 2,295,261 △ 1.3 

4,831,737 27,315,378 169.3 93.2 72,754,202 △ 6,013,824 △ 8.3 

1,632,673 △ 1,673,425 97.0 97.1 53,352,502 1,249,073 2.3 

0 △ 2,919,791 99.9 100.0 3,586,890,868 △ 1,600,116,659 △ 44.6 

212,770,387 △ 1,382,983,125 92.7 98.7 18,025,456,448 △ 418,800,512 △ 2.3 

26,445,000 4,724,997 100.6 96.6 717,959,042 31,827,955 4.4 

0 △ 2,516,547,671 93.2 100.0 35,399,963,092 △ 1,170,002,763 △ 3.3 

627,794,946 △ 5,695,798,062 98.8 99.9 430,903,466,326 34,533,280,673 8.0 

ー24ー ー25ー 



 

（２）歳出の状況 

（表 12） 

会  計  名 予算現額 支出済額 

   翌年度繰越額 

継続費 
逓次繰越 

 繰越明許費  

  円 円 円       円  

埼玉県公債費特別会計  372,768,895,000 372,768,891,215 0             0  

埼 玉 県 証 紙 特 別 会 計  24,485,292,000 21,810,463,455 0             0  

埼玉県市町村振興事業  
特   別   会   計  

13,225,778,000 12,950,891,850 0             0  

埼 玉 県 災 害 救 助 事 業  
特   別   会   計  

365,325,000 22,478,969 0             0  

埼玉県母子寡婦福祉資金 
特   別   会   計  

564,516,000 533,504,357 0             0  

埼玉県小規模企業者等  
設備導入資金特別会計  

985,972,000 873,277,281 0             0  

埼 玉 県 農 業 改 良 資 金  
特   別   会   計  

170,164,000 52,545,090 0             0  

埼玉県林業・木材産業  
改 善 資 金 特 別 会 計  

39,425,000 5,579,500 0             0  

本多静六博士育英事業  
特   別   会   計  

56,275,000 53,782,570 0             0  

埼 玉 県 用 地 事 業  
特   別   会   計  

1,989,694,000 1,986,388,911 0             0  

埼 玉 県 県 営 住 宅 事 業  
特   別   会   計  

18,989,639,061 16,157,431,692 1,932,029,800   583,614,500  

埼玉県高等学校等奨学金 
事 業 特 別 会 計 

745,062,000 736,119,499 0             0  

埼 玉 県 公 営 競 技 事 業  
特   別   会   計  

36,746,508,000 28,984,509,498 0             0  

歳 出 合 計 471,132,545,061 456,935,863,887 1,932,029,800   583,614,500  

 

 

不用額 
予算現額と 
支出済額と 
の比較増減 

執 
行 
率 

前年度支出済額 

支出済額の前年度対比 

事故繰越し 増減額 伸び率 

円 円 円 ％ 円 円 ％ 

0 3,785 3,785 100.0 330,455,795,874 42,313,095,341 12.8 

0 2,674,828,545 2,674,828,545 89.1 25,194,540,880 △ 3,384,077,425 △ 13.4 

32,700,000 242,186,150 274,886,150 97.9 13,087,640,979 △ 136,749,129 △ 1.0 

0 342,846,031 342,846,031 6.2 24,814,512 △ 2,335,543 △ 9.4 

0 31,011,643 31,011,643 94.5 409,754,817 123,749,540 30.2 

0 112,694,719 112,694,719 88.6 1,841,609,140 △ 968,331,859 △ 52.6 

0 117,618,910 117,618,910 30.9 116,800,483 △ 64,255,393 △ 55.0 

0 33,845,500 33,845,500 14.2 26,825,450 △ 21,245,950 △ 79.2 

0 2,492,430 2,492,430 95.6 52,086,698 1,695,872 3.3 

0 3,305,089 3,305,089 99.8 3,586,459,780 △ 1,600,070,869 △ 44.6 

0 316,563,069 2,832,207,369 85.1 17,028,141,826 △ 870,710,134 △ 5.1 

0 8,942,501 8,942,501 98.8 707,659,941 28,459,558 4.0 

0 7,761,998,502 7,761,998,502 78.9 30,526,418,800 △ 1,541,909,302 △ 5.1 

32,700,000 11,648,336,874 14,196,681,174 97.0 423,058,549,180 33,877,314,707 8.0 

ー27ー ー26ー 
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（３）決算の状況 

   各特別会計を合計した歳入・歳出における予算現額は、４，７１１億３，２５４万

  余円で、前年度の４，９６１億９，００９万余円に比べて２５０億５，７５４万余円

  の減少となっている。その主な理由は、埼玉県公債費特別会計が４２３億１，２１７ 

  万余円増加した反面、埼玉県流域下水道事業特別会計が平成２２年度から地方 

  公営企業法に基づく埼玉県流域下水道事業会計に移行したことや、埼玉県公 

  営競技事業特別会計が４１億８，６２６万余円、埼玉県用地事業特別会計が１５ 

  億９，９５２万余円減少したことなどによるものである。 

3,695

3,465

3,998

4,974

4,654

3,435

3,161

3,692

4,666
4,569

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

億円

特別会計決算額の推移
歳入総額

歳出総額

 

   収入済額の合計は４，６５４億３，６７４万余円で、予算現額に比べて５６億９，５７９万

  余円下回っており、予算現額に対する収入率は９８．８パーセント、調定額に対する 

  収入率は９９．９パーセントとなっている。 

   支出済額の合計は４，５６９億３，５８６万余円で、予算現額に対し１４１億９，６６８ 

  万余円の予算残額が生じており、執行率は９７．０パーセントとなっている。 

    収入未済額の合計は６億２，７７９万余円で、埼玉県母子寡婦福祉資金特別会計 

  ２億４，１４９万余円、埼玉県県営住宅事業特別会計２億１，２７７万余円、埼玉県 

  小規模企業者等設備導入資金特別会計１億１，４０５万余円、埼玉県農業改良資金特 

  別会計２，６５６万余円、埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計２，６４４万余円な

  どとなっている。 

    また、不納欠損額の合計は２，８８５万余円で、埼玉県県営住宅事業特別会計

  が２，６３５万余円、埼玉県母子寡婦福祉資金特別会計が２４９万余円となっ 

  ている。 



－29－ 

 

埼玉県土地開発基金 

 

第１    審査の概要 

 

  平成２２年度埼玉県土地開発基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例の趣旨に

沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないか等について慎重に審査した。 

 

第２    審査の結果（意見） 

 

  基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査

した結果、計数に誤りのないことを確認した。 

  また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認めた。 

 

第３    基金の増減及び運用状況     

 

  平成２２年度において、埼玉県用地事業特別会計から１億７，６２８万余円が新たに積

み立てられたので、平成２２年度末現在高は４１５億２，８７１万余円となっている。 

  平成２２年度の基金運用状況は、次のとおりである。 

 

区   分 平成２２年度末現在高 平成２１年度末現在高 比較増減高 

基 金 総 額 
         円 

    41,528,717,627 

         円 

    41,352,433,956 

      円 

    176,283,671 

内 

訳 

債  権 

現  金 

       14,856,985,708 

       26,671,731,919 

        16,421,688,493 

       24,930,745,463 

 △1,564,702,785 

   1,740,986,456 

 

  平成２２年度中の債権の減少については、埼玉県用地事業特別会計への貸付金が１５億

５，８４０万円、基金運用益の未積立が６３０万余円減少したためである。 

  また、現金の増加は、基金運用益が１億８，２５８万余円、用地事業特別会計からの繰

入金が１５億５，８４０万円あったためであり、２６６億７，１７３万余円は、すべて自

由金利型定期預金となっている。 

 

第４    債権の現在高の状況 

 

  平成２２年度末における債権は、次のとおりである。 
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                                     （単位 円） 

年月日 目  的 期   間 債 務 者 金   額 備    考 

 7. 3.31 
公共事業用地 

先 行 取 得 
 7. 3.31～ 

埼玉県用地事業

特 別 会 計
 148,554,749 

しらこばと公園

外３事業 

 8. 3.29 〃  8. 3.29～ 〃    228,057,350 
飯能南高等学校

外１事業 

10. 3.31 〃 10. 3.31～ 〃   331,233,836 
秋ヶ瀬公園外５

事業 

11. 3.31 〃 11. 3.31～ 〃 231,802,668 
大宮公園外８事

業 

12. 3.31 〃 12. 3.31～ 〃 11,750,514 
緑の丘公園外２

事業 

13. 3.30 〃 13. 3.30～ 〃    120,263,172 
SKIPｼﾃｨB街区外

１事業  

14. 3.29 〃 14. 3.29～ 〃    442,230,034 
権現堂公園外２

事業 

15. 3.31 〃 15. 3.31～ 〃 1,486,810,570 
SKIPｼﾃｨB街区外

１事業 

17. 3.31 〃 17. 3.31～ 〃 714,830,478 
加須はなさき公

園及び公債費 

18. 3.31 〃 18. 3.31～ 〃  2,306,699,066 公債費 

19. 3.30 〃 19. 3.30～ 〃 4,713,981,696 
大宮公園外７事

業及び公債費 

20. 3.31 〃 20. 3.31～ 〃  470,922,049 
秋ヶ瀬公園外１

事業 

21. 3.31 〃 21. 3.31～ 〃 3,473,565,855 
ﾃｸﾉｸﾞﾘｰﾝｾﾝﾀｰ外

１事業 

23. 3.31 
平成２２年度

運  用  益 

61日(23.3.31 

   ～23.5.31) 

埼   玉   県

一  般  会  計
176,283,671  

合  計    14,856,985,708  
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埼玉県美術作品取得基金 

 

第１    審査の概要     

 

  平成２２年度埼玉県美術作品取得基金の運用状況の審査に当たっては、基金が条例の趣

旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないか等について慎重に審査した。 

 

第２    審査の結果（意見）     

 

  基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査

した結果、計数に誤りのないことを確認した。 

  また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認めた。 

 

第３    基金の増減及び運用状況     

 

  平成２２年度において一般会計から１，６４０円が新たに積み立てられたので、平成 

２２年度末現在高は、１３億９,６６１万余円となっている。 

  平成２２年度の基金運用状況は、次のとおりである。 

 

区     分 
平成22年度末

現   在   高 

平成21年度末

現   在   高

比  較  増  減  高 

積  立  金 美術品取得 美術品処分

基 金 総 額 
     円 

1,396,618,464 

     円 

 1,396,616,824

          円

       1,640 

          円 

     － 

         円

        － 

内 

訳 

動   産 

現   金 

債  権 

1,396,380,500 

   236,324 

      1,640 

 1,396,380,500 

     233,596 

       2,728 

      － 

       2,728 

    △ 1,088 

        － 

        － 

         － 

       － 

      － 

    － 

   

  平成２２度末現在において、一般会計で買い戻されていない美術品は６０点で１３億 

９,６３８万余円となっている。 

  平成２２年度中の増加は、資金運用による運用益１，６４０円である。 

  また、現金２３万余円は、自由金利型定期預金となっている。 

                                                  

第４ 動産（美術作品）の状況 

 

  一般会計で買い戻されていない動産（美術作品）については、パブロ・ピカソ作「静物」

（４億２，２３０万円）、マルク・シャガール作「二つの花束」（２億８，８００万円）、

ポール・デルヴォー作「森」（２億３，７００万円）など、合計６０作品で１３億９,６３８ 

万余円となっている。 
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埼玉県高等学校等奨学金事業基金 

 

第１    審査の概要 

 

  平成２２年度埼玉県高等学校等奨学金事業基金の運用状況の審査に当たっては、基金が

条例の趣旨に沿って、適正に運用されたか、計数に誤りがないか等について慎重に審査し

た。 

 

第２    審査の結果（意見） 

 

  基金に係る運用状況については、運用状況調書、関係諸帳簿及び証拠書類等を照合審査

した結果、計数に誤りのないことを確認した。 

  また、条例の趣旨に沿って、適正に運用されているものと認めた。 

 

第３    基金の増減及び運用状況     

 

  平成２２年度において、埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計から５億９，７１８万余

円が新たに積み立てられたので、平成２２年度末現在高は２４億９，８３２万余円となっ

ている。 

 平成２２年度基金運用状況は、次のとおりである。 

 

区  分 平成２２年度末現在高 平成２１年度末現在高 比較増減高 

基金総額 
         円 

      2,498,325,400 

         円 

      1,901,137,400 

            円 

   597,188,000 

内訳 現 金       2,498,325,400       1,901,137,400    597,188,000 

 

  現金は、５億９，７１８万余円増加しており、２４億９，８３２万余円は、すべて普通

預金（決済用預金）となっている。 
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